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２０２１年

リーダーズ式☆

出題予想テーマ的中

プロジェクト

リーダーズ総合研究所

山田斉明

はじめに①

【戦略とは】

「何をしないかを決めることは、何

をするかを決めるのと同じくらい

重要だ」（スティーブ・ジョブズ）

はじめに②

月 火 水 木 金 土 日

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31

1 2 3
文化の日

4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

本試験

はじめに③

重要度
高い

緊急度
高い

緊急度
低い

重要度
低い

やるべき
こと

やるべきで
ないこと

 

理解 

集約 

記憶 

検索 

適用 

具体 

抽象 

具体 

帰納法 

演繹法

使える化 

解ける化 

はじめに④

理解

集約

記憶

はじめに⑤

出題パターン

①何を
②どのように

キキタイコト
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問題○     に関する次の記述のうち、○○法の

規定及び判例に照らし、正しいものはどれか。 

１ 〇〇〇〇 

２ □□□□ 

３ 

４ 

５ 

テーマ

キーワード
条文
判例

はじめに⑥

 

検索 

問 題 

 

適用 

記銘 

キーワード 条文・判例 

条文・判例 

はじめに⑦

 択一式 記述式 多肢選択式 合 計 

行政法 /76 /20 /16 /112 

民 法 /36 /40 / /76 
一

般

知

識 

政経社 /32  / /32 

情報 /12  / /12 

文章理解 /12  / /12 

憲 法 /20  /8 /28 

商 法 /20  / /20 

基礎法学 /8  / /8 

合 計 /216 /60 /24 /300 
 

はじめに⑧

行政法（2020年）  民法（2020年） 

１９問中１０問 Ａランク ９問中４問 

１９問中８問 Ｂランク ９問中４問 

１９問中１問 Ｃランク ９問中１問 

個数０ 

組合せ６ 
出題形式 

個数０ 

組合せ２ 

１９問中８問 判例問題 １９問中５問 

はじめに⑨

条文
エリア

判例
エリア

一般的法理論

はじめに⑩

行政法
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≪行政法の優先順位≫

☑ ①行手法の条文問題で落とさないこ

と

☑ ②総論、行訴法、国賠法の判例問題

で落とさないこと

☑ ③地自法、行審法の条文問題落とさ

ないこと

行政法の優先順位

 

行政行為 

行政手続法 行政不服審査法 

行政事件訴訟法 

国家賠償法 

行政法のフレームワーク

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

公法と私法  ○ ○     〇   

行政組織法  ○ ○  ○    〇  

公務員法 ○  ○ ○ ◎      

行政立法 ○   ○ ○      

行政行為 ○ ○  ○  ◎ ◎ 〇  〇 

行政契約  ○    ○   〇 〇 

行政指導      ○  〇 〇  

行政計画           

行政調査    ○       

行政裁量 ○ ○ ○   ○ ○    

行政上の義務履行確保 ○    ○  ○ 〇 〇  

行政罰   ○        
 

行政法総論 出題傾向

 

効 果 

懲戒処分 

行政手続法 行政不服審査法 

行政事件訴訟法 

要 件 

適用除外 

分限処分 

審査請求前置 

効果裁量 

人事院 

公務員法

行政立法

法規命令

行政規則

委任命令

執行命令

訓 令

通 達

行政立法①

事件名 判 旨 

旧銃砲刀剣類登録規則事件 

（最判平2.2.1） 
法の委任の趣旨を逸脱しない。 

旧監獄法施行規則事件 

（最判平3.7.9） 
法の委任の範囲を逸脱し無効 

児童扶養手当法施行令事件 

（最判平14.1.31） 
法の委任の範囲を逸脱し無効 

東洋町解職請求署名事件 

（最大判平21.11.18） 

地自法85条１項に基づく政令の定め

として許される範囲を超え無効 

医薬品ネット販売事件 

（最判平25.1.11） 
法の委任の範囲を逸脱し無効 

泉佐野市ふるさと納税事件 

（最判令2.6.30） 
法の委任の範囲を逸脱し無効 

 

行政立法②
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無効な行政行為

現在の法律関係
に関する訴え

無効等確認訴訟

公法上の
法律関係

私法上の
法律関係

行政行為

行政上の
強制手段

行政強制

行政上の強制手段①

行政罰

即時強制

行政刑罰

秩序罰

行政上の
強制執行

強制徴収

行政代執行

執行罰

直接強制

 

要請・命令 

行政手続法 行政不服審査法 

行政事件訴訟法 

国家賠償法 

行政上の強制手段②

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

目的・定義    ○   ○   〇 

適用除外     ○      

申請に対する処分   ○ ○ ○ ○  〇  〇 

不利益処分   ◎ ○   ◎ 〇 〇 〇 

意見公募手続  ○   ○   〇   

総 合 ◎ ◎    ○   〇  

不服申立ての種類      ○    〇 

審理手続  ○    ○ ○ ◎ 〇 〇 

行政不服審査会         〇  

裁 決  ○   ○ ○   〇 〇 

執行停止       ○    

教 示    ○       

総 合 ○  ○ ○ ○  ○ 〇   

行政手続法・行政不服審査法 出題傾向

≪条文問題≫

① 法的義務と努力義務

→ 条文の末尾

② 原則・例外

→ 例外の存在

③ 架空条文

→ 付け足し

行政手続法

不利益処分

 

職 員 

行政庁 

通知 

審理 
非公開 

当事者 

主宰者 

指名 提出 

報告書 
調書 

作成 

参加人 
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裁 決

本案審理

要件審理

不服申立ての提起

却下裁決

認容裁決 棄却裁決

行政不服審査法のフレームワーク

 審査請求 再調査の請求 再審査請求 

個別法の根拠規定 不要 必要 必要 

不服申立ての対象 処分・不作為 処分 処分 

審理員制度 ○ × ○ 

第三者機関への 

諮問制度 
○ × × 

標準審理期間 ○ ○ ○ 

教示制度 ○ ○ ○ 

訴訟との関係 

自由選択主義 

※ 例外として

不服申立前置 

 自由選択主義 

不服申立ての提起

 

処分庁 

審査庁 

①審査請求 

審査請求人 

審理員 

行政不服審査会

参加人 

②指名 

③審理 

④意見書 

⑤諮問

⑥答申 
⑦裁決 

本案審理

 処分庁（不作為庁） 上級行政庁 その他 

処 分 
取消し又は変更裁決 

（不利益変更×） 
取消し 

申請拒否 

処分 

①取消し 

②一定の処分をす

る 

①取消し 

②一定の処分をす

べき旨を命ずる 

取消し 

事実上の 

行為 

①違法又は不当宣

言 

②撤廃又は変更 

（不利益変更×） 

①違法又は不当宣

言 

②撤廃命令又は変

更命令 

（不利益変更×） 

①違法又は不当宣

言 

②撤廃命令 

不作為 

①違法又は不当宣

言 

②一定の処分をす

る 

①違法又は不当宣

言 

②一定の処分をす

べき旨を命ずる 

違法又は不当宣言 

裁 決

行政手続法  行政不服審査法 

 審 理   

 主宰者  

 
当事者の 

権利 
 

 
利害関係人 

の保護 
 

行政手続法と行政不服審査法の比較

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

処分性  ○    ○     

原告適格  ○  ○       

訴えの利益    ○      〇 

取消訴訟の判決     ○   〇   

教 示       ○    

取消訴訟  ○ ○    ◎  〇  

無効等確認訴訟  ○    ○     

不作為の違法確認訴訟    ○  ○     

義務付け訴訟   ○       〇 

差止訴訟        〇   

仮の救済 ○    ○  ○  〇  

当事者訴訟 ○  ○        

客観訴訟        〇   

総 合 ◎  ○     〇 〇 〇 

行政事件訴訟法 出題傾向
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判 決

本案審理

要件審理

訴えの提起

却下判決

認容判決 棄却判決

行政事件訴訟法のフレームワーク

 

作 為 

不作為 

≪申請→不作為型≫ ≪規制権限不行使型≫ 

訴えの提起

  

当該行政法規 

一般的公益 

法律上保護された利益× 

個々人の個別的利益 

法律上保護された利益○ 

原告適格× 原告適格○ 

要件審理①

  当該処分又は裁決の根拠となる法令
の規定の文言のみによることなく 

当該法令の趣旨及び目的 
当該処分において考慮され
るべき利益の内容及び性質 

当該法令と目的を共通にす
る関係法令があるときはその
趣旨及び目的をも参酌 

当該処分又は裁決がその根
拠となる法令に違反してされ
た場合に害されることとなる
利益の内容及性質並びにこ
れが害される態様及び程度
も勘案 

要件審理②

≪原告適格≫

① 営業上の利益

② 周辺住民等の利益

③ 一般消費者の利益

④ 学術研究者の利益

要件審理③

≪周辺住民等の利益≫

① 生命・身体等の安全等の利益

→ もんじゅ訴訟（最判平4.9.22）

② 健康ないし生活環境上の利益

→ 新潟空港事件（最判平元.2.17）

→ 小田急高架訴訟（最判平17.12.7）

③ 居住環境上の利益

→ サテライト大阪事件（最判平21.10.15）

要件審理④
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プロセス 
行為 結果 

判断過程審査 

実体的審査 

本案審理

 

Ｂ 

行政庁 

Ａ 

規制権限 

不行使 

国家賠償法１条①

 

→ 処分等の求め 

規制権限不行使 

行政手続法 行政事件訴訟法 

国家賠償法 

→ 非申請型義務付け訴訟 

→ 国家賠償法１条１項 

国家賠償法１条②

国賠法２条

道 路 河 川

未改修 改修済

国家賠償法２条

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

総 論  ○         

地方公共団体の種類   ○  ○   〇   

住民の権利   ○ ○      〇 

条例制定権   ○ ○ ○ ○  〇   

議 会         〇  

執行機関 ○   ○       

長と議会の関係  ○         

監査制度         〇  

住民監査請求・住民訴訟 ○  ○ ○ ○  ○   〇 

財 務      ○     

公の施設 ○      ○  〇  

国の関与  ○    ○    〇 

総 合       ○ 〇   

地方自治法 出題傾向

 事務監査請求 住民監査請求 住民訴訟 

請求権者 
有権者の50分の

１以上の連署 
住民各自 

住民各自 
住民監査請求 

をした者 

対 象 
違法・不当な事務 
（財務会計上の行
為に限らない。） 

違法・不当な財務 
会計上の行為 

違法な財務会計
上の行為 

請求の 
相手方 

監査委員 監査委員 裁判所 

請求期間 な し 

違法、または不当
な財務会計上の行
為のあった日から
１年以内。ただし、
正当な理由があ
るときはこの限り
でない 

監査の結果・勧告
から30日以内 
措置に かか る 通
知から30日以内 

住民監査請求と住民訴訟
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 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 ２ 

総 論      ○     ○ ○    

行政手続法  ○            〇  

行政不服審査法                

行政事件訴訟法 ○  ○ ○ ○  ○ ○  ○   〇  〇 

国家賠償法                

地方自治法         ○       

公務員法                

行政法 記述式 出題傾向①

定義型

☞どのような名称で呼ばれているか

訴訟類型型

☞どのような訴訟を提起することになるか

訴訟要件型

☞どのような理由で、どのような判決をするか

行政法 記述式 出題傾向②

 出題テーマ 出題形式 

平成18年 原告適格 訴訟要件型 

平成19年 行政手続法７条 その他 

平成20年 義務付け訴訟 訴訟類型型 

平成21年 拘束力 定義型 

平成22年 事情判決 定義型 

平成23年 即時強制 定義型 

平成24年 形式当事者訴訟 訴訟類型型 

平成25年 訴えの利益 訴訟要件型 

平成26年 公の施設 定義型 

平成27年 原処分主義 定義型 

平成28年 秩序罰 定義型 

平成29年 司法的執行 訴訟要件型 

平成30年 義務付け訴訟 訴訟類型型 

令和元年 処分等の求め その他 

令和２年 無効確認訴訟 訴訟類型型 

行政法 記述式 出題傾向③

≪行政法の未出題最新重要判例≫

１ 行政立法

・泉佐野市ふるさと納税事件(最判令2.6.30)

２ 差止訴訟

・教職員国歌国旗訴訟(最判平24.2.9)

・自衛隊機運航差止訴訟(最判平28.12.8)

３ 訴えの利益

・営業停止処分取消請求事件(最判平27.3.3)

・開発許可処分取消請求事件(最判平27.12.14)

４ 国家賠償法

・アスベスト損害賠償請求事件(最判平26.10.9)

行政法 未出題最新判例

 問題41 問題42 問題43 

Ｈ27 
判例 

最判平17.7.14 

条文 

行政指導 

判例 

最判昭60.7.16 

Ｈ28 
判例 

最大判昭59.12.12 

判例 

最大判平4.7.1 

判例 

最判昭42.4.7 

Ｈ29 
判例 

最大判昭61.6.11 

理論 

行政立法 

判例 

最判平22.6.3 

Ｈ30 
判例 

最判平24.12.7 

条文 

行訴法10条 

判例 

最判昭56.1.27 

Ｒ１ 
判例 

最大判平29.12.6 

判例 

最判平27.3.3 

条文 

訴訟類型 

Ｒ２ 
判例 

最大判昭43.12.4 

判例 

最判平17.7.15 

判例 

最判平31.2.14 

多肢選択式 出題傾向

≪判例問題の５つの型≫

①判例サビ型

②空欄補充型

③並び替え型

④内容一致型

⑤判例ロジック型

判例問題対策①
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〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇結 論

判例問題対策②

判例問題対策③

判例問題対策④

民 法

≪民法の優先順位≫

☑ ①典型パターン問題で落とさないこと

☑ ②改正民法の重要テーマの問題で

落とさないこと

☑ ③マイナー分野の細かい条文問題で

落さないこと

民法の優先順位

民 法

物 権

債 権

占有権

本 権

契 約

事務管理

不法行為

契約以外 不当利得

民法のフレームワーク①
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≪民法の前提知識≫

１ 要件

① ○○○○○

② △△△△△ ← 判例

③ ×××××

２ 効果

① □□□□□

② ◇◇◇◇◇

３ 論点

民法のフレームワーク②

 影響小 影響大 

旧民法 
規定あり 

補充 
修正 

変更 

旧民法 
規定なし 明文化 新設 

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

民法のフレームワーク③

 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

権利能力 ○  ○  ○   ○    
制限行為能力   ○   ○     〇 

意思表示 ○  ○ ○ ○ ○  ○    
代 理   ○    ○   〇  
時 効 ○ ○     ○   〇  

条件・期限         〇   
物権総論        ◎ 〇   

不動産物権変動    ○    ○    
動産物権変動  ○        〇  

相隣関係   ○   ○    〇  
共 有 ○    ○  ○     
留置権      ○      

先取特権       ○     
質 権          〇  
抵当権 ○ ○   ○  ○  〇  〇 

総則・物権 出題傾向

 表示の錯誤 動機の錯誤 

要 件 

①その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会

通念に照らして重要なものであること 

②表意者の重大な過失によるものでないこと 

 ア 原則 

 イ 例外 

 

③その事情が法律行為

の基礎とされている

ことが表示されてい

ること 

効 果 錯誤による意思表示は、取り消すことができる。 

第三者保護 
錯誤による意思表示の取消しは、善意無過失の第

三者に対抗することができない。 

錯誤①

 無 効 取消し 

原 因 

① 意思無能力者の法律行為 
② 心裡留保・虚偽表示によ

る法律行為 
③ 公序良俗に反する法律行

為 

① 制限行為能力制度による
取消し 

② 錯誤・詐欺・強迫による取
消し  

主張権者 

① 原則 
誰からでも主張可（絶対的
無効） 

② 例外 
意思無能力を理由とする無
効の主張は、原則として表
意者のみ無効主張可（相対
的無効） 

① 制限行為能力の場合 
本人・代理人・承継人・同意
権者 

② 錯誤・詐欺・強迫の場合 
瑕疵ある意思表示をした
者・代理人・承継人 

主張期間 いつまでも主張可 
追認をすることができる時
から５年 
法律行為の時から20年 

 

錯誤②

 内 容 

原 則 
 無効な行為に基づく債務の履行として給付を受け
た者は、相手方を原状に復させる義務を負う（121
条の２第１項）。 

例 外 

(1) 無償行為 
 無効な無償行為に基づく債務の履行として給付
を受けた者は、給付を受けた当時その行為が無効
であることを知らなかったときは、その行為によっ
て現に利益を受けている限度において、返還の義
務を負う（121条の２第２項）。 

(2) 意思無能力・制限行為能力者 
 行為の時に意思能力を有しなかった者、または行
為の時に制限行為能力者であった者は、その行為
によって現に利益を受けている限度において、返
還の義務を負う（121条の２第３項）。 

錯誤③
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～前 ケース ～後 

 詐欺取消し 

 
 契約解除 

 時効取得 

 遺産分割 

 相続放棄  

不動産物権変動

成立 要 件 不成立 

 ①動産  

 ②有効な取引行為  

 ③前主が無権利  

 
④平穏・公然・善意

無過失 
 

 ⑤占有を始めたこと  

動産物権変動

 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

債務不履行      ○ ○     
債権者代位権       ○     

詐害行為取消権     ○  ○     
連帯債務  ○      ○    

保 証 ○ ○   ○       
債権譲渡            
債務引受     〇      〇 
弁済・相殺     ○ ○   〇   
契約の解除   ○ ○        

同時履行の抗弁権           〇 
無償契約      ○      
賃貸借契約   ○ ○    ○ ○ 〇 〇 
委任契約 ○ ○ ○       〇  
請負契約  ○          
不当利得 〇   〇        
不法行為   ○  ○  ○ ○ ○ 〇 〇 

債権 出題傾向

 

契約 

原始的不能 後発的不能 

帰責性 
あり 

帰責性 
なし 

≪特定物の全部滅失パターン≫ 

債務不履行・危険負担・解除①

 

売主 買主

Ａ Ｂ 

目的物引渡請求権 

代金支払請求権 

 

帰責性 

あり 

損害賠償請求権 

債務不履行・危険負担・解除②

 

目的物引渡請求権 

代金支払請求権 

Ａ Ｂ 

（売主） （買主） 

帰責性
なし 

履行拒絶権 

契約の解除 

帰責性
なし 

債務不履行・危険負担・解除③
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目的物引渡請求権 

代金支払請求権 

Ａ Ｂ 

（売主） （買主） 

帰責性
なし 

履行拒絶権 

契約の解除 

帰責性
あり 

債務不履行・危険負担・解除④

≪債権者の保証人に対する情報提供義務≫

① 委託を受けた保証人

→ 主たる債務の履行状況

② 保証人が個人の場合

→ 主たる債務者が期限の利益を喪失した場合

主たる債務の

内容は問わない

保証①

≪事業に係る債務の個人保証の特則≫

① 個人保証の制限

→ 保証意思宣明公正証書

② 主たる債務者の情報提供義務

→ 契約締結時の情報提供義務

→ 義務違反の場合は、保証契約の取消し可

主たる債務が

事業に係る債務

保証②

 

（債権者） 

（債務者） 

（譲受人） 

債権譲渡 
Ａ Ｃ 

Ｂ 

譲渡制限特約 

譲渡：無効 

悪意重過失 

≪預貯金債権≫ 

債権譲渡①

 

（債権者） 

（債務者） 

（譲受人） 

債権譲渡 
Ａ Ｃ 

Ｂ 

譲渡制限特約 

譲渡：有効 

悪意重過失 

≪預貯金債権以外≫ 

履行拒絶権 

債権譲渡②

 

（債権者） 

（債務者） 

（差押債権者） 

Ａ Ｃ 

Ｂ 

譲渡制限特約 悪意重過失 

差押え 

債権譲渡③
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 弁済をするについて正当な利益を有しない者の弁済 

債務者の意思に反する場合 債権者の意思に反する場合 

原 則 無 効 

例 外 

有 効 

（債務者の意思に反する

ことを債権者が知らな

かった場合） 

有 効 

（第三者が債務者の委託

を受けて弁済する場合

で、そのことを債権者が

知っていた場合） 

弁 済

 

売主 買主

Ａ Ｂ 

追完請求 

≪契約不適合責任≫ 

代金減額請求 

損害賠償請求 

契約の解除 

契約不適合責任①

売主に 

帰責事由なし 
 

買主に 

帰責事由あり 

 追完請求  

 代金減額請求  

 解 除  

 損害賠償請求  

 

契約不適合責任②

契約不適合の種類 買主の権利 期間制限 

種類・品質・ 

数量に関する

契約不適合 

種類・品質 
・追完請求 

・代金減額請求 

・損害賠償請求 

・解除 

１年以内の通知 

5年または10年 

の消滅時効 

数量 
5年または10年 

の消滅時効 

権利に関する 

契約不適合 

権利（権利

の一部の非

移転含む） 

・追完請求 

・代金減額請求 

・損害賠償請求 

・解除 

5年または10年 

の消滅時効 

競売におけ

る不適合 

数量・権利 
・解除 

・代金減額請求 

5年または10年 

の消滅時効 

種類・品質 なし  

契約不適合責任③

 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

総 則      △  ○     〇  〇 

物 権 〇   ○    ○  ○    〇 〇 

担保物権      ○          

債権総論  ○ ○ ○ ◎  ○  ○   ○    

債権各論 ○ ○ ○   △   ○  ○ ○ ○ 〇  

親 族          ○ ○     

相 続       ○         

 

民法 記述式 出題傾向①

要件型

☞どのような要件のもとであれば・・・

請求権型

☞どのような請求をすることができるか

判例趣旨型

☞判例によれば・・・

民法 記述式 出題傾向②
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 出題テーマ 出題形式 

26 
問題45 詐害行為取消権 請求権型 

問題46 担保責任 要件型 

27 
問題45 自主占有への転換 要件型 

問題46 嫡出否認の訴え 請求権型 

28 
問題45 売主の担保責任 要件・請求権型 

問題46 財産分与請求権 判例趣旨型 

29 
問題45 譲渡禁止特約 要件・判例趣旨型 

問題46 民法724条 要件型 

30 
問題45 制限行為能力制度 要件・請求権型 

問題46 贈与契約の撤回 要件・請求権型 

１ 
問題45 共有物の管理・変更 要件型 

問題46 第三者のためにす契約 要件型 

２ 
問題45 第三者詐欺 要件型 

問題46 背信的悪意者 判例趣旨型 

民法 記述式 出題傾向③

憲 法

憲法（2019年）  憲法（2020年） 

５問中３問 Ａランク ５問中１問 

５問中２問 Ｂランク ５問中３問 

５問中０問 Ｃランク ５問中１問 

個数０ 

組合せ１ 
出題形式 

個数０ 

組合せ２ 

５問中５問 判例問題 ５問中４問 

憲法のランク表

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

人権享有主体性 ○    ○  ○    

私人間適用   ○  ○   〇   

特別権力関係          〇 

幸福追求権 ○   ○  ○     

法の下の平等  ○ ○ ○  ○   〇  

参政権         〇  

思想・良心の自由           

信教の自由・政教分離      ○     

学問の自由        〇   

表現の自由 ○  ○      〇 〇 

職業選択の自由    ○       

財産権       ○    

社会権  ○   ○   〇   

人身の自由          〇 

憲法人権 出題傾向

○○○○は、

××××××××××××××××
××のため、

憲法22条１項に違反しない。

判例問題対策

≪憲法の未出題重要判例≫

１ 思想・良心の自由

・君が代ピアノ伴奏拒否事件(最判平19.2.27)

・国歌起立斉唱命令拒否事件(最判平23.5.30)

２ 政教分離

・孔子廟政教分離訴訟（最判令3.2.24)

３ 表現の自由

・NHK記者取材源秘匿事件(最判平18.10.3)

４ 人身の自由

・GPS捜査事件(最大判平29.3.15)

５ 司法権の限界

・出席停止処分取消訴訟 (最大決令2.11.25）

憲法 未出題重要判例
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 出題テーマ 出題形式 

26 問題６ 内 閣 条文問題 

27 
問題６ 司法権 判例問題 

問題７ 財 政 条文問題 

28 
問題３ 司法権 判例問題 

問題５ 国 会 条文問題 

29 
問題５ 内 閣 条文問題 

問題６ 財 政 理論問題 

30 
問題６ 選挙制度 理論問題 

問題７ 恩 赦 条文問題 

１ 
問題３ 国 会 判例問題 

問題７ 司法権 判例問題 

２ 
問題５ 国 会 条文問題 

問題６ 内 閣 条文・判例問題 
 

憲法統治 出題傾向

商 法

商法（2019年）  商法（2020年） 

５問中１問 Ａランク ５問中１問 

５問中０問 Ｂランク ５問中２問 

５問中４問 Ｃランク ５問中２問 

個数０ 

組合せ２ 
出題形式 

個数０ 

組合せ２ 

５問中１問 判例問題 ５問中１問 

商法のランク表

 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

設 立 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

株主と株式 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

機関総論          〇 

株主総会   ○ ○      〇 

取締役・取締役会 ○ ○ ○    ○ ○ 〇  

監査役等     ○      

資金調達   ○        

計 算 ○       〇   

組織再編  ○         

持分会社      ○     

商法総則 ○   ○       

商行為・商事売買  ○ ○   ○ ○ ○ 〇 〇 

商法 出題傾向

商法対策①

商法対策②
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一般知識

≪一般知識の優先順位≫

☑ ①文章理解の問題で落とさないこと

☑ ②情報通信・個人情報保護の法律系

問題で落とさないこと

☑ ③政経社の典型的パターン問題で

落とさないこと

一般知識の優先順位

≪令和２年度政経社≫

問題47 普通選挙

問題48 フランス人権宣言

問題49 日本のバブル経済と崩壊

問題50 日本の国債制度

問題51 日本の子供・子育て政策

問題52 新しい消費の形態

問題53 地域再生・地域活性化

問題54 日本の人口動態

政経社 出題分析①

≪政経社の出題≫ 

①古典的政経社 

②最新時事 

③行政書士の業務に関連する個別

行政法 

 
 

政経社 出題分析②

 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

近代政治史   ○       〇 〇 

各国の政治体制  ○      ○    

選挙制度 ○    ○ ○ ○    〇 

政党・利益集団    ○ ○       

行政組織 ○    ○  ○     

行政改革    ○ ○     〇  

地方分権改革  ○ ○        〇 

国際政治     ○ ○ ○     

現代政治史   ○ ○        

政治 出題傾向

 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

国の財政  ○   ○      ○ 

地方財政 ○           

日本銀行・金融  ○      ○    

日本の企業・産業 ○  ○ ○  ○  ○    

国際経済  ○   ○  ○     

現代経済史   ○ ○   ○    〇 

 

経済 出題傾向
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 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ 

社会保障  ○    ○  ○    

少子・高齢化問題     ○ ○     〇 

雇用・労働問題 ○  ○ ○      〇  

環境問題  ○        〇  

難民・外国人問題 ○    ○  ○  ○   

消費者問題        ○   〇 

現代社会史       ○     

 

社会 出題傾向

 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｒ１年 Ｒ２年 

５４ クラウド 防犯カメラ 
情報・通信に関

する略語 
 

５５ 著作権 
欧州データ 

保護規制 
通信の秘密 

インターネット

用語 

５６ 情報技術 
個人情報 

保護法 
アナログ式 

行政機関 

個人情報 

保護法 

５７ 

情報公開法制

と個人情報保

護法制 

個人情報 

保護法 

個人情報 

保護法 

個人情報 

保護法 

情報通信・個人情報保護 出題傾向

憲法１３条

憲 法

憲法２１条

プライバシー権 知る権利

情報法のフレームワーク

行政機関個人情報保護法
番号利用法

公文書管理法
行政機関情報公開法

 個人情報保護法 行政機関個人情報保護法 

「個人情報」 
モザイクアプローチ 

容易性あり 

モザイクアプローチ 

容易性なし 

請求対象 保有個人データ  保有個人情報 

請求内容 

①開示 

②訂正等 

③利用停止等 

①開示請求 

②訂正請求 

③利用停止請求 

開示請求前置 なし あり 

手数料 規定あり 規定あり 

罰 則 ○ ○ 

個人情報保護法と行政機関個人情報保護法

 個人情報保護法 番号法 

客 体 
生存する個人に関する

個人情報 

個人番号 

特定個人番号 

利用目的の 

範囲 
制限なし 

税・社会保障・災害 

対策に限定 

第三者提供 
本人の同意があれば 

第三者提供可 

番号法19条各号に 

限定 

記録義務 

第三者に提供・第三者

から提供を受けた場合

原則記録作成等必要 

第三者提供できる場合

が限定されているため

記録作成等不要 
 

個人情報保護法と番号法

 行政機関個人情報保護法 行政機関情報公開法 

「個人情報」 
モザイクアプローチ 

容易性なし 

モザイクアプローチ 

容易性なし 

請求対象 保有個人情報 行政文書 

請求内容 

①開示請求 

②訂正請求 

③利用停止請求 

開示請求 

開

示 

部分開示 ○ 

裁量的開示 ○ 

存否応答拒否 ○ 

情報公開・ 

個人情報保護審査会 
○ 

罰 則 ○ × 

行政機関個人情報保護法と情報公開法
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 行政機関情報公開法 公文書管理法 

目 的 
現在の国民に対する 

説明責任 

現在・将来の国民に 

対する説明責任 

性 質 
特別法 

（現用文書の利用） 
一般法 

対象機関 
独立行政法人等 

含まない 

独立行政法人等 

含む 

対象文書 現用文書のみ 
現用文書 

非現用文書 

諮問機関 
情報公開・ 

個人情報保護審査会 
公文書管理委員会 

情報公開法と公文書管理法

おわりに

おわりに①

おわりに②

認 知

感情 行動

認 知

感情 行動

出来事

不 安 欲 求

おわりに③


